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（証券コード：2989）

資産運用会社

2024年1月17日

2024年1月17日公表のプレスリリースについて
各務原インダストリアルセンター(底地) (取得予定資産) 住居系アセット9物件(取得予定資産)

恩田原ロジスティクスセンター
(開発中パイプライン予想図)

プレミアムキャッスル瑠璃光

イースト・ウエスト
プレミアム

キャッスル豊山

プレミアム

キャッスル三河安城

プレミアム

キャッスル小牧中央

ソシオ刈谷
今岡町

プレミアム

キャッスル鶴舞

プレミアム

キャッスル鳴海

プレミアム

キャッスル有松

ソシオ安城

東栄町B棟

（注）恩田原ロジスティクスセンターは取得予定資産ではなく、本資料の日付現在本投資法人が取得する予定はなく、今後取得できる保証もありません。



⚫ 本資料は、本日付「新投資口発行及び投資口売出しに関するお知らせ」、「2024年７月期の運用状況及び分配金の予想の修正及び2025年１月期の運用状況及び
分配金の予想に関するお知らせ」、及び「国内不動産の取得予定日及び取得資金の決定に関するお知らせ（ソシオ安城東栄町B棟）並びに国内不動産信託受益権の
取得及び貸借に関するお知らせ（各務原インダストリアルセンター（底地）他計9物件）」にて公表した内容並びにそれらに付随する情報を追加した上で整理したもので
す。

⚫ 本資料は情報提供のみを目的としたものであり、特定の商品についての投資の募集、勧誘や売買の推奨を目的としたものではありません。投資を行う際は、必ず新投資口
発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂正事項分をご覧いただき、投資家ご自身のご判断と責任で投資なさるようお願いいたします。また、本資料を掲載してい
る本投資法人のホームページ（以下「本ホームページ」といいます。）上のいかなる情報及び本ホームページ又はその掲載資料のリンク上に掲載されているいかなる情報につ
いても、本投資法人が特定の商品の募集・勧誘・売買の推奨等を目的とするものではありません。また、最終的な投資決定は、投資家ご自身の責任と判断でなさいますよ
うお願い致します。本資料は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律、これらに付随するその他関連法令、東京証券取引所上場規程、一般社団法
人投資信託協会の規則並びにその他関係諸規則に基づく開示書類や運用報告書ではありません。

⚫ 本資料には、財務状況、経営結果、事業に関する一定の将来予測並びに本投資法人及び本投資法人の資産の運用を受託する東海道リート・マネジメント株式会社
（以下「本資産運用会社」といいます。）の経営陣の計画及び目的に関する記述や、本投資法人の将来的な計画、経営目標及び戦略等の将来に関する記述が含まれ
ます。これらの将来予測は、本投資法人及び本資産運用会社において入手可能な情報に基づくものであり、本投資法人の現在又は将来の経営戦略及び将来において
本投資法人の事業を取り巻く金融、経済、市場、政治、国際情勢などの様々な内外の環境に関する複数の前提に基づいて策定された、現時点での一定の仮定及び前
提に基づく記載です。なお、上記の仮定及び前提が正しいとの保証はありません。そのため、このような将来に関する記述には、本投資法人の業績又は実際の結果が、明
示的又は黙示的に記述された将来予測と大きく異なるものとなりうる既知又は未知のリスクや不確実性の要因が内在することにご留意ください。したがって、本資料は、将来
の業績、運用成果及び変動等を保証するものではなく、実際の結果は様々な要因により大きく異なる可能性があります。また、不動産投資信託は、運用する不動産の価
格や収益力の変動により、投資元本を割り込むおそれがあります。

⚫ 本資料で提供している情報に関しては、未監査でありその正確性及び完全性を保証するものではありません。また、予告なしにその内容が変更または廃止される場合があり
ますので、予めご了承ください。

⚫ 本資料に基づいてとられた投資行動等の結果について、本投資法人及び本資産運用会社は一切責任を負いません。

⚫ 事前の承諾なしに本資料に掲載されている内容の複製・転用等を行うことを禁止致します。

ご留意事項

東海道リート・マネジメント株式会社
(金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第3218号 / 一般社団法人 投資信託協会会員)
Tel. 03-6281-6882

お問い合わせ先
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持続可能な経済基盤を有する「「産業地域」」への重点投資本施策により、IPO時対比で資産規模を1.7倍にしつつ、分配金成長を企図
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本施策を通じた投資主価値の向上について

第6期 第7期 巡航期

１口当たり年換算巡航分配金は、利益分配のみで、
従前の6,500～6,600円水準から、6,530～6,630円水準を目指す

新規
予想

本施策後
巡航分配金水準

6~7期平均
3,317円

固都税効果等を控除した

巡航分配金は利益分配のみで
年間6,530～6,630円

水準を目指す

(注）巡航分配金とは、1口当たり巡航分配金のことをいいます。

本施策後の
予想年間分配金は
利益分配のみで
6,635円

変更
予想

前回
予想

平均 3,265～3,315円

金融コスト増により、第6期に
▲75円の下押し圧力

3,250円

3,255円

3,380円



(注1) 「本施策」とは、本募集及び本募集と並行して実施する新規借入れ並びにこれらによる調達資金を使用した取得予定資産の取得をいいます。以下同じです。

(注2) 「本募集」とは、本投資法人が2024年1月17日付で決議した本投資法人の投資口35,900口の募集をいいます。

(注3) 「1口当たり年換算巡航分配金」とは、本投資法人の巡航期における各分配金（利益超過分配金は含まない）の予想額を合算した金額をいい、本施策前の金額

（6,500～6,600円）については、2023年1月17日付「2023年7月期の運用状況及び分配金の予想の修正及び2024年1月期の運用状況及び分配金の予想

に関するお知らせ」で公表された2023年7月期及び2024年1月期の1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）の予想額から新投資口発行及び物件取得

に伴い各決算期に一時的に発生する収益及び費用項目の調整を行って算出された金額を踏まえて試算した目標額を、本施策後の金額（6,530円～6,630円）に

ついては、本日付「2024年7月期の運用状況及び分配金の予想の修正及び2025年1月期の運用状況及び分配金の予想に関するお知らせ」で公表された2024年

7月期及び2025年1月期の1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）の予想額から新投資口発行及び物件取得に伴い各決算期に一時的に発生する収

益及び費用項目の調整を行って算出された金額を踏まえて試算した目標額をいいます。「本施策後巡航分配金水準」とは、本日付「2024年7月期の運用状況及び

分配金の予想の修正及び2025年1月期の運用状況及び分配金の予想に関するお知らせ」で公表された2024年7月期及び2025年1月期の1口当たり分配金

（利益超過分配金は含まない）の予想額をもとに、同様の調整を行った上で試算した巡航分配金の目標額をいいます。

(注4) 前回予想2024年7月期の1口当たり分配金の予想額は、2023年9月15日付「2023年7月期 決算短信（REIT）」で公表された2024年7月期の1口当たり分

配金（利益超過分配金は含まない）の予想額をいいます。また、変更予想2024年7月期及び新規予想2025年1月期の1口当たり分配金の予想額は、本日付

「2024年7月期の運用状況及び分配金の予想の修正及び2025年1月期の運用状況及び分配金の予想に関するお知らせ」で公表された2024年7月期及び2025

年1月期の1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）の予想額をいいます。

(注5) 各期における1口当たり分配金の予想額（1口当たり年換算巡航分配金を含みます。）は、将来における分配金の額を保証するものではありません。また、1口当たり

年換算巡航分配金及び本施策後巡航分配金水準は、日本において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（以下「日本会計基準」といいます。）により規

定された指標ではなく、日本会計基準に準拠して表示される他の指標の代替的指標として考慮されるべきではありません。

2




